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要旨  
カンボジア政府水産局およびケップ州政府水産局の許可のもと、2024 年 8月にケップ州の政府登録機関の地域漁業者
組織であるPhone Thmey Community Fishery（CFi）と連携して日本で開発された人工海藻を用いた藻場造成の取り組
みを試みた。CFi メンバーに対し、人工海藻の概要と藻場造成による漁場形成や産卵場・保育場機能強化の事例を共有し、
以下の内容で共同実施した。2024 年 2月には沿岸約 400 m 沖合に人工藻場を設置し、潜水調査および水中カメラ観察に
より魚類の蝟集を確認した。2024 年 7月の再調査では、付着生物の状況を政府機関およびCFi に説明した。2025 年 7
月には追加設置と聞き取り調査を実施したところ、人工海藻藻場周辺で 18名のCFi メンバーが漁業を行い、CFi 独自の利
用ルールの下で、1人 1日約 39米ドルの水揚げが得られていることが報告された。以前は船外機付漁船を使用し約 6時
間を要した漁労が、人工海藻の導入後は手漕ぎの船で燃油も使わずに約 2時間の労働に短縮され、生計面の改善が見られた。
さらに今後の定量的評価に向け、漁獲記録の作成と魚類サイズ計測のワークショップをCFi にて実施した。これらの成果
を行政機関と共有し、継続的な情報収集を行う体制づくりに貢献することができた。このように本事業で設置した人工海
藻藻場は、CFi にとって新たな沿岸地域資源としての役割が期待される。

キーワード：人工海藻、沿岸小規模漁業、Co-management、エリアケイパビリティー

Abstract. With permission from the Cambodian Fisheries Administration and the Kep Provincial Fisheries Administration, we 
initiated a seaweed bed formation project using the artificial seaweed in collaboration with the Phone Thmey Community 
Fishery （CFi） in Kep Province in August 2024. The objectives and characteristics of the artifi cial seaweed, as well as successful 
examples of fi shing ground creation and enhancement of spawning and nursery functions through seaweed bed formation, were 
shared with CFi members, and agreement was reached to implement the project jointly. In February 2024, an artifi cial seaweed 
bed was installed approximately 400 m off shore along the Kep Province coastline, and fi sh aggregation was confi rmed through 
scuba diving surveys and underwater camera observations. During a follow-up survey in July 2024, the status of attached 
organisms was explained to government authorities and CFi members. In July 2025, additional artifi cial seaweed units were 
installed and interviews were conducted. It was reported that 18 CFi members were engaged in fi shing activities around the 
artifi cial seaweed bed under locally established usage rules, achieving average daily landings of approximately USD 39 per 
person. Fishing activities that previously required about six hours using motorized boats have been reduced to approximately 
two hours without fuel consumption, indicating an improvement in livelihoods. To enable quantitative evaluation, workshops 
on catch recording and fish size measurement were conducted within the CFi. These outcomes were shared with relevant 
government agencies, and agreement was reached to continue collecting fi sheries-related information for resource and fi sheries 
management. The newly established artifi cial seaweed bed has thus become a new local resource for the CFi.
Key Words:  Artifi cial seaweed, Costal small-scale fi sheries, Co-management, Area-capability
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緒言

藻場は、海中の森とも呼ばれ、多くの水生生物の生
活を支えて生物多様性の維持に貢献している。同時に、
水質浄化、海岸線の保全など沿岸生態系の保全に役立
つだけでなく、環境学習やレクリエーションの機会創
出にも大きな役割を担っている 1）。近年、このように
沿岸生態系にとって重要な藻場は、食植性魚類の食害
や高水温の影響で減少傾向が顕著で、最近では冬季に
おいても藻場の回復が見られない地域も出てきてい
る 1）。この藻場の衰退現象に対して、国内では 2018 年
より磯焼け対策全国協議会が組織され、水産基盤整備
事業など公共事業を通じた対策が講じられてきてい
る。これらの取り組みの成果は徐々に表れてきており、
2020 年では、2013 年頃に比べて藻場の衰退件数は減り、
衰退がないと回答する都道府県が増加してきている 1）。
ただし、磯焼けや藻場の減少とそれに伴う沿岸域の
生態系劣化は、日本に限った現象ではなく、世界中で
そのリスクが示されいる。Manca et.al. （2024）によると、
2100 年までに世界中の沿岸域で大型海藻に非常に適し
た生息環境が大幅に縮小するとされており、特に、熱
帯や温帯での減少が激しいことが予想されている 2）。
東アジアや東南アジアの沿岸においても、2000 年から
2020 年の 20 年間において、約 6割の藻場が減少傾向
にあり、年間約 5％の速度で藻場面積が減少してきて
いることが報告されている 3）。これらの国の多くはい
わゆる発展途上国であり、政府主導の対策や大規模な保
全事業の展開を独自に進めることは難しいと思われる。
著者らは、これまで日本国内（静岡県※1 や京都府※2

および長崎県※3）およびアフリカのエリトリア国にお
いて、日本で開発された人工海藻製品を使用した小規
模な磯焼け対策の取り組みを行ってきており、新たな
漁場の形成および産卵場・保育場の形成に成功してき
てる 4-6）。この人工海藻による藻場の設営は、ダイバー
2名程度で行えることから、個人レベルもしくはコミュ
ニティーレベルで、人工藻場造成による磯焼け対策や
産卵場の設営が可能である。
今回は筆者らが行っている国際共同研究の一環とし
て、カンボジア国ケップ州沿岸において、地域の漁業
者コミュニティーと協働で人工海藻による藻場を造成
し、新たな漁場の形成が発展途上国における地域漁業
者の資源管理意識と生計向上に与える影響を検討した。

活動内容と活動に供した人工海藻

2023 年 4 月から、石川が、沿岸地域の漁業者の生活
や漁業実態の調査で以前より協力関係にあったカンボ
ジア水産局（Fisheries Administration; FiA）のシニアオ
フィサー Chin Leakhenaと連絡をとり、カンボジア国
の沿岸地域における人工海藻藻場設置の可能性につい
て議論した。この中で、マングローブ保全やカニバン
クなどに積極的に取り組んでいるケップ（Kep）州の
Phun Tamay Communityの管理区画ならば設置の実現可
能性があることが分かった（表 1）。そこで、今回の活
動に供した人工海藻（商品名 C-lant）の製造・販売を行っ
ている株式会社東海アクアノーツの社家間の協力の
下、ケップ州沿岸での試験設置案を検討した（表 1、
図 1-2）。C-lantは、積水化学工業株式会社が製造して
いる “ ソフトロン S黒 ” を原材料とした、人工海藻で
あり、加工と販売権を株式会社東海アクアノーツが保
有している。“ ソフトロン S黒 ” は、ポリオレフィン
樹脂（90％以上）とカーボンブラックを成分としてお
り、水に不溶であることと RoHS指定物質不使用が
Forma Internationalによって報告されている※4。
2023 年 8 月 20 日から 9 月 3 日にかけて、石川と社
家間がカンボジアへ渡航し、カンボジア政府水産局か
ら C-lantを用いた人工海藻藻場による漁場および産卵
場の造成試験の実施許可を依頼した（図 3）。また、こ
の間に造営候補地であるケップ州を訪問し、ケップ州
水産局の Pheun Phala氏と共に、設置場所の選定と現地
で協力してくれる漁業者コミュニティーとの交渉を
行った（図 4）。並行して、カンボジア政府への追加説
明や国務大臣 Has Sareth氏への説明（図 5）およびカ
ンボジア王立農業大学における説明と協力依頼を行っ
た（図 6）。また、ケップ州政府農政局の局長 Theng 

Borin氏や水産局長の Kuch Virak氏と面談し、活動の説
明を行った。さらに、Phone Thmey Community Fishery 

（CFi）の主要メンバーと面談し、設置場所の選定とコ
ミュニティーとしての協力を依頼した（図 7）。
2024 年 2 月 27 日から 3 月 5 日かけて、人工海藻を
携えて石川と社家間がカンボジアへ渡航し、カンボジ
ア水産局と共に人工海藻藻場の造営を行った（表 1）。
人工海藻のカンボジア国内への持ち込みについては、
出発前にカンボジア水産局を介してカンボジア政府よ
り持ち込みの許可を取り付けた。カンボジア到着後は、
空港にて FiAのスタッフと石川および社家間が合流し、
FiAが用意した車でプノンペン市内のホテルに移動し
た。ホテルに到着後は、石川と社家間および FiAスタッ
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フで、翌日以降のスケジュールと活動内容について確
認を行い、カンボジア国内での調査活動許可書を確認
した。
2024 年 2 月 28 日、石川と社家間が Chinと合流し、
2名の FiAアシスタントスタッフと共にプノンペンか
らケップ州へ車で移動した。ケップ州では、州農林水
産局（図 8）とケップ市役所を訪問し人工海藻設置の
活動について説明を行い、作業許可を取り付けた（図
9）。また、ケップ州水産局スタッフの Pheun Phala氏と
共に Phone Thmey CFiを訪れ、これまでに認められて
いる人工海藻への魚の蝟集効果や産卵場としての機能
について説明した（図 10）。なお、Phone Thmey CFiへ
は、事前に Chinから Pheun Phala氏を介して協力の承

諾を得ていた。その後、住民と協力して沿岸およそ
400 ｍの沖合に人工海藻藻場を造営し、水中カメラで
魚の蝟集効果を記録した（図 11）。3月 3日に水中カメ
ラを回収し画像を確認したところ、小魚が人工海藻藻
場に蝟集している様子が撮影されていた（図 12）。こ
の画像は Chinからケップ州水産局と Phone Thmey CFi

に提供した。3月5にプノンペンに移動し、FiAにてケッ
プでの活動報告を行い、継続的な協力を依頼し了承さ
れた。
2024 年 7 月 28 日から 8 月 9 日かけて、石川、社家
間は再びカンボジア国ケップ州を Chinと共に訪れ、人
工海藻藻場の状況確認を行った（表 1）。7月 29 日に水
中カメラを設置し、同時に、海中から人工海藻 1本を

表 1　2023 年から 2025 年度の間の現地活動
年 月日 訪問先 活動内容

2023 4月～ 7月
石川と Chinが活動を相談し、対象エリアを Phun Tamay Communityと予定
石川と社家間が、設置方法を検討

8月 20日 プノンペン FiAスタッフとスケジュールの調整
8月 21日 プノンペン FiAスタッフに対する活動内容を説明
8月 22日 プノンペン 王立農業大学水産学部（学部長 Dr.Peng Bun Ngor）のスタッフへの説明
8月 23日 カンダール州 国務大臣 Has Sareth氏に活動の紹介
8月 27日 ケップ州 州水産局（Chief Mr Kuch Virak氏）での説明
8月 28日 ケップ州 ケップ州ケップ市役所（市長・Mr.Kheng Youn）にて説明
8月 29日 ケップ州 Phone Thmey CFiメンバーへの活動内容の説明と人工海藻藻場設置への協力依頼

8月 30日 ケップ州
NGOのMarine Conservation Cambodia Cener (MCC)オフィス訪問、活動の説明と
意見交換

8月 31日 ケップ州 州農政局（Director, Mr Theng Borin）にて説明
9月 3日 プノンペン FiAスタッフ（次長 Dr.Has Viseth）へ、活動報告

2024 2月 27日 プノンペン FiAスタッフと打ち合わせ（活動許可書の取得）
2月 28日 ケップ州 州水産局で船の手配と Phone Thmey CFiで具体的な活動説明（設置準備）
2月 29日 ケップ州 Phone Thmey CFiにて、人工海藻藻場の造営・水中カメラ設置
3月 3日 ケップ州 カメラの回収と Phone Thmey CFiへの説明
3月 5日 プノンペン FiAにて活動報告と今後の予定についての説明

7月 28日 プノンペン FiAスタッフと合流、スケジュール調整
7月 29日 ケップ州 Phone Thmey CFiと共にカメラ設置
7月 30日 ケップ州 Phone Thmey CFiと共に C-lantチェック
8月 1日 ケップ州 Phone Thmey CFiと共にカメラ回収
8月 3日 プノンペン FiA（次長 Dr.Has Viseth）に報告

2025 7月 3日 プノンペン FiAスタッフとスケジュール調整
7月 4日 ケップ州 人工海藻藻場状況視察と水中カメラ設置　Phone Thmey CFiメンバーへの聞き取り
7月 6日 ケップ州 Phone Thmey CFiと共に水中カメラの回収

7月 7日 ケップ州
Phone Thmey CFiメンバーのワークショップ
ログブック記録の依頼

7月 8日 ケップ州 州水産局へ調査報告と Co-management体制確立への依頼
７月 10日 カンポット州 水産局（局長 Sorin Sar氏）へ調査報告と Co-managementの提案
7月 11日 プノンペン FiA（次長 Dr.Has Viseth）へ活動報告
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陸揚げした。なお、人工海藻の表面には多数のフジツ
ボが付着しており、そのことが原因して人工海藻が有
する本来の浮力が奪われていたことから、社家間がス
キューバダイビングで表面のフジツボの除去作業を
行った。
2025 年 7 月 3 日から 7 月 11 日にかけて、石川と社
家間はカンボジアを訪問し、Chinと合流した後、ケッ

プ州の人工海藻藻場の状況確認と追加設置（2024 年 3
月と同様 84 本の C-lantを追加で設置）を行った。また、
Phone Thmey CFiにおいて、人工海藻藻場周辺での漁
労行為や生活の変化について聞き取り調査を行った
（表 1）。7 月 8 日にケップ州の水産局に、7 月 10 日に
カンポット州水産局にて、今回の活動報告を行い、今
後の沿岸開発について意見交換を行った。

図 1　人工海藻 C-lantのカタログ（NETIS登録番号：CBK-040003）

図 2　人工海藻設置場所（カンボジア王国ケップ州）
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図 3　カンボジア水産局での会議風景

図 4　ケップ州の沿岸における設置場所選定の様子
（左から、Phone Thmey CFiのメンバー、石川、同行した高知大学の堀准教授、

Chin、Pheun Phala氏、 Phone Thmey CFiのメンバー）

図 5 Has Sareth氏との面談

J Intl Cooper Agric Dev 2026 13



図 6　カンボジア王立農業大学水産学部での説明風景

図 7 Phone Thmey CFiの様子

図 8　ケップ州農林水産局での会議後の集合写真
（左から、Phun Para氏、Theng Borin氏、石川、Chin、高知大学の堀准教授）
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図 9　ケップ市役所での会議

図 10 Phone Thmey CFiでの説明会

図 11　2024 年 3 月の CFiメンバーとの C-lant藻場の設置の様子
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結果と考察

設置までの過程
炭素繊維製品による藻場育成や海藻繁茂の試みは、
これまでも報告がある 7）。また、近年では水産庁の磯
焼け対策の中でも付着基盤の整備の一旦として、今回
使用した人工海藻に類似した取り組みが紹介されてい
る 1）。ただし、これらの取り組みでは、藻場自体を増
殖させることが目的とされ、藻場が持つ沿岸漁業にお
ける漁場形成や海洋生物の産卵場および保育場の提供
機能への影響やそれに伴う沿岸漁業者の漁労行為や漁
獲量および生活と資源管理と環境保全の意識変化につ
いては、言及されていない。
今回の取り組みにおいて、カンボジア政府やケップ
州政府および CFiメンバーからの理解や協力を得るの
に役立ったのは、藻場が増えることではなく、人工海
藻藻場による魚類の蝟集効果であった。特にエリトリ
ア国での成功事例に関しては、CFiメンバーから強い
関心が寄せられた。一方で、人工海藻を設置するにあ
たり、懸案事項として質問が多かったのは、マイクロ
プラスチックを含め、海洋プラスチックゴミを生むこ
とにはつながらないかという点であった。この点に関
しては、国内の既往活用事例※1 から台風や大時化を経
験しても人工海藻の破損や逸失は確認されなかったこ
とを説明した。加えて、設置海域における荒天時の波
浪条件や海底の底質について情報を得ておけば、マイ
クロプラスチックを発生させるリスクはほぼないと思
われることを説明した。また、人工海藻から海中に有
害な化学成分が溶け出すことに関しても、その影響を
心配する声が FiAスタッフや大学教員から聞かれた。
この化学成分の溶出に関しては、原材料を製造してい
る積水化学工業株式会社が 2016 年と 2022 年に試験を

行い、懸念するような問題が無いことが確かめられて
いる※4 ことを伝えた。加えて、FiAのスタッフから海
藻が繁茂することで水循環が阻害され、その結果有害
なプランクトンの増殖（Harmful algal bloom）が生じる
リスクの可能性についても質問があった。この件に関
しては、これまでの人工海藻藻場の設営で、カレニア
属やシャットネラ属などの水産生物に有害と報告され
ている有害プランクトンの増殖は認められていないこ
とを説明した。なお、今回の取り組みは、学術的およ
び技術開発的な活動であることから、設置コストは研
究者側が負担した。このため、設置費用に関しては、
概算のみ提示した。今回使用した人工海藻は長さ 2ｍ、
幅 5㎝の葉状体が合計で 84 本であり、これらを 14 個
の土嚢を使用した基盤に付けて海底に設置した。これ
らの購入費用は、日本円でおおよそ 33 万円であった
（2024 年 7 月時点、輸送費および専門家の滞在費・渡
航費や設置に用いた船などの代金は除く）。
今回の調査を実施するにあたって、2023 年の FiAへ

の初回訪問時に、人工海藻 6本と設置用の部品を日本
から持参して事前の説明をカンボジア側関係者に行っ
た。今回のような現地で入手できない材料を用いて調
査を行う場合、画像や資料の提示だけではなく、実際
の日本製の人工海藻商品である C-lantを手に取ること
で、より安心と理解が得られたものと思われる。また、
設置場所の選定についても、FiAスタッフ、ケップ州
水産局スタッフおよび CFiのメンバーと日本人研究者
が行動を共にしたことが、設置や管理および海域の利
用に関する合意形成を容易にした大きな要因の一つと
考えられる。

設置後の変化
2024 年 7 月 28 日から同年 8 月 3 日にかけて、人工

図 12　2024 年 3 月 3 日に回収されたカメラの画像（小魚の蝟集が見られる）
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海藻藻場の状況確認を行った際には、海中の人工海藻
の表面に多数のフジツボ類が既に付着しており、人工
海藻の多くが浮力を奪われ、海底に横たわっていた（図
13）。フジツボ類の付着は国内事例でも確認されること
から※1、水中カメラの設置を担当した社家間は、国内
作業と同様に、水中にて人工海藻をこすり合わせるこ
とで、表面のフジツボ類を含む付着生物の除去を行っ
た。この表面付着生物の物理的な除去処理によって人
工海藻は設置時同様に水中での浮力を回復し再び自立
した（図 14）。人工海藻表面へのフジツボ類の付着は、
国内海域でも海域や設置時期の違いにより発生する
ケースとしないケースがあるが※1,3、ケップ州沿岸にお
いて人工海藻による漁場形成ならびに産卵場・保育場
機能の補完には、半年に 1回以上の定期的な人工海藻
と藻場の管理が必要であることが示された。なお、新
たに造成した人工海藻藻場には、設置後すぐにフエダ
イ科魚類やニザダイ目などの魚類の蝟集が水中カメラ
の映像で確認された（図 15）。前回より早い段階での
魚類の蝟集は、すでに近くに人工海藻藻場が設置され
ていることが影響しているものと思われた。また、人
工海藻の状況確認作業時に社家間が陸揚げしたフジツ
ボ付きの人工海藻を用いて、Phone Thmey CFiメンバー
とケップ州を訪れていた FiAスタッフに対し、海中の
人工海藻に付着物が付き、浮力を失っている人工海藻
があることを説明した。加えて、付着物は人工海藻を
こすり合わせるなどの物理的作業によって容易に取り
除くことができ、この清掃作業によって人工海藻の藻
体の浮力を回復させられることを説明した。なお、こ

図 13　2024 年 7 月 29 日に回収した
フジツボ付きの C-lant

図 14　清掃後自立した C-lant
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の時の Phone Thmey CFiメンバーからの聞き取りでは、
CFiのメンバーは、人工海藻藻場の設置場所にブイを
設置し、この海域を禁漁区としているとの説明があっ
た。ブイは定期的に交換され、当該海域が禁漁区であ
る旨の説明は、周辺の CFiの漁民に対しても通知して
いるとのことであった。このように、Phone Thmey CFi

メンバーには、C-lant藻場は自分たちが管理すべき地
域資源として認識され、ケア※5 の意識が芽生えている
ものと推察された。石川と社家間と Chinは、設置から
半年が経過し、人工海藻藻場も安定していることや魚
類などの蝟集が確認されることを説明し、今後は周辺
での刺網や籠などを使った通常漁業の実施を依頼し
た。なお、釣り漁に関しては、人工海藻に針がかかる
恐れがあることも併せて通知した。
2025 年度の調査時、水中カメラの映像から、以前設
置した人工海藻藻場の周辺には、サメ類やニザダイ目
などの大型の魚類が蝟集していることが確認された。
また、この時に、ケップ州水産局ならびに Phone 

Thmey CFiメンバーと協力して、新たに 84 本の人工海
藻を以前の設置場所の近くに増設した。新たに設置し
た人工海藻藻場においても、水中カメラ画像からは、
設置 2日後には魚の蝟集が確認され、これらの画像は、
ケップ州水産局ならびに Phone Thmey CFiメンバーに
も開示された。
その後の現地での会議の中で Phone Thmey CFiメン
バーからは、2024 年 8 月以降、18 名のメンバーが
C-lant周辺での漁業を行っていることが紹介された。
なお、Phone Thmey CFiでは、C-lant藻場内とその周囲
（100-400ｍ以内）では漁業を行わないという独自のルー
ルを自ら制定、実施していた。そして漁獲による水揚

は、おおよそ 1人 1日 39 米ドルであること、以前は小
型の船外機付き漁船で 6時間ほどかかっていた漁労行
為は、手漕ぎ船の使用で 1日 2 時間程度の漁労で同量
に近い水揚を上げることができるようになったとのこ
とで※6、労働の軽減と収入の向上に地域住民は満足し
ていた。
さらに漁業者に対して、人工海藻の利用による新た
な藻場造成が有する住民生活の質の向上に関する機能
を実際に定量的に把握するために必要とされる漁獲に
関する記録（Logbook）の作成を CFiメンバーに依頼
したところ、快く了承された。また、データを取得す
るために魚のサイズ計測の方法や漁獲物の記録方法に
ついては、7月 7 日に現地にて関係漁民を対象にワー
クショップを開催して周知の機会を持った（図 16）。
そして 7 月 8 日に、Phone Thmey CFiにおける人工海
藻藻場の管理と漁業の変化について、ケップ州政府水
産局に対する報告を行った。合わせて、CFiのメンバー
がログブックを記録することに合意したことを受け
て、ケップ州水産局に対し CFiとのデータの共有と資
源管理における協調を提案したところ、前向きな返答
が得られた。またケップ州におけるこの変化をカン
ポット州水産局にも説明したところ、カンポット州に
おいても同様の取り組みを始めることに興味があり、
予算の確保を検討するとの前向きな返答が得られた。

今後の展開

カンボジアは、2022 年から 2021 年にかけて COVID19
の蔓延を受けて、国内の労働環境や沿岸漁業が大きな
影響をうけた※7。この間、国内や隣国での建設工事が

図 15　新たに造成した C-lant藻場の魚類蝟集
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中断されたことを受けて、出稼ぎ労働者が故郷に戻り、
漁業を行ったことで、一時的に沿岸小規模漁業では、
かなりの過剰漁獲が行われていたとの報告がある※7。
このため、元々この地域において沿岸小規模漁業で生
計を立てていた CFiのメンバーは、資源の悪化や環境
の劣化を危惧していた。人工海藻による藻場造成と漁
業資源へのケアの展開に、ケップ州政府や CFiが協力
的であったことには、このような背景が影響している
ものと思われる。また、実際に今回実施した人工海藻
を用いた藻場造成を契機として、それまで漁業に利用
されていなかった海域に新たに人工海藻藻場が形成さ
れ、その漁場に多くの海洋生物が蝟集していることが
水中画像で確認されたことが、沿岸漁業者の漁労行為
に大きく影響したことも確かである。また、最初は数
名で開始されて人工海藻藻場周辺での漁業で、漁業従
事者の納得がいく量の漁獲が上げられたことが、CFi

メンバーのさらなる興味関心を引き出し、自分たちで
作り上げた新たな漁場を自分たちで管理する意識が生
まれることにつながったと思われる。このような資源
や環境へのケア※5 を推進する社会意識の変化は、持続
的社会への変換を目指してかねてより提案されてたエ
リアケイパビリティーアプローチにおける社会変化と
一致する 8）。すなわち今回のように、人工海藻藻場を
住民と研究者および行政が協力して設置し、新たな漁
場や水産生物の卵稚仔の育成場を整備することで資源
と環境をケアし、同時に住民の生活の向上を図る取り
組みはエリアケイパビリティーの向上に確実につな
がっていると推察された。加えて、藻場のモニタリン
グ活動を通じた漁業者と研究者と行政の連携強化は、
発展途上国の持続的水産資源利用に向けた Co-

management体制の一層の確立にも貢献できる可能性が
示唆された。
沿岸における水産資源管理と地域開発の両立には、
その地域の経済性に与える影響を十分に考慮する必要

がある。多くの途上国では、沿岸小規模漁業を営む住
民は貧困世帯であることが多い。このような世帯に対
して、規制や制度を押し付けるだけでは、資源管理も
環境保全も期待するほどにはその効果が上がらない 9）。
むしろより高い効果を得るためには、収入の上昇や生
活の質の向上への期待を明確に意識できる形での住民
と行政の協力体制の樹立が望まれる。今回ケップ州水
産局と Phone Thmey CFiとの協力関係は、始まったば
かりであり、今後のさらなる Co-managementの発展に
は、継続的な関係性とデータの収集が必要であるが、
これらを達成するためにも、人工海藻藻場のモニタリ
ングとその周辺における持続可能な安定的沿岸漁業の
成立が必要条件として挙げられる。

注釈
※ 1静岡市における C-lant藻場造成プロジェクトは、
株式会社東海アクアノーツが、2021 年から 2022
年にかけて、静岡市海洋産業クラスター協議会実
施プロジェクト（海洋資源探査・開発）「人工海藻
シーラント・プロジェクト」として実施された
（http://miccs.jp/project/si-ranto-2022-12-07）（202512
月 1 日最終閲覧）

※ 2京丹後の海水浴場に人工海藻藻場を設置した試験
については社家間らによって令和 7 年度（2025）
日本水産学会秋季大会において「人工海藻 C-lant 

を活用した「魚に会える海水浴場」の試行」とし
てポスター発表されている。

※ 3長崎県の事例は、令和 7年度（2025）日本水産海
洋学会において「人工海藻 C-lantを使用した長崎
県小値賀島での磯焼け対策」として、石川らによっ
てポスター発表されている。

※ 4  Forma International検査報告書、整理番号：S-B-JI、
2016/11/14

※ 5 石川・渡辺（2015）において、エリアケイパビリ

図 16 Phone Thmey CFiでのワークショップの様子
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ティーアプローチにおけるケアとは、「必ずしも科
学的データで明確に因果関係は説明されないもの
の、身近な資源や環境を対象に、寄り添い・見守り・
当事者が実施できる手当を継続的に行い、資源や
環境が向上する行為」とされている。

※ 6ケップ州 Phone Thmey CFiにおける人工海藻藻場
設営に伴う漁業変化については、石川らによって
令和 7年度（2025）日本水産学会秋季大会におい
て「人工海藻 C-lantを活用した新たな漁場形成と
Co-Managementの推進」としてポスター発表がな
されている。

※ 7ケップ州沿岸漁業における COVID19 の影響につ
いては、2025 年に石川によって 5th International 

Food and society conference, Ho Chi Minh City にお
いて「Impacts of the COVID-19 Pandemic on Seafood 

Trade and Consumption at the Crab Market in Kep 

Province, Cambodia」のタイトルで口頭発表されて
いる。
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